
Abstract
The purpose of this research was to explain the diffusion strategy in regards to the process 

of diffusion and diffusion stages of windsurfing in Japan. This descriptive study was based on the 
literatures relating to marine sports and leisure articles, for the target period of 1974 to 2010. In 
order to analyze the diffusion process of windsurfing in Japan, the authors attempted to employ 
Rogers＇s diffusion of innovation, and analyzed 5 stages of diffusion process from the 4 aspects 
such as marketability, penetrability, organization, and exposure. For the diffusion process index 
of ＂marketability,＂ the number of board sales was used. For ＂penetrability,＂ trends in the number 
of sales outlets were used. For ＂organization,＂ the number of registered members of each sports 
association were aggregated and used as an index. For ＂exposure,＂ the number of articles relating 
to windsurfing and boardsailing in magazines collected in the Ōya Soichi Bunko and in 4 national 
newspapers were the main source of information in this descriptive study.
The main findings of this research study were as follows;  
(1) During the introductory stage, the effective diffusion strategy was organization. The supply of 
equipment became more fluid, and media exposure had strong influence during the growth stage. 
During the maturity stage, continuous innovation brought a variety of equipment. 
(2) The characteristics of the diffusion process in windsurfing was the shift from seasonal leisure 
sports to year-round leisure sports in the maturity stage. Even in the saturation stage, the number 
of registered association members appeared to increase. 
(3) In order to sustain the diffusion process of windsurfing, it is necessary to utilize various media, 
including social media, after the maturity stage.
(4) The ideas of five diffusion stages seemed to be suitable for clarifying the relationship between the 
diffusion process and the diffusion strategy of windsurfing in Japan. 
(5) The correlation among 4diffusion indices appeared to be sophisticated to analyze the diffusion 
process of leisure sports so that more in-depth study will be recommended. 
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1．はじめに
1960 年代にレジャーという用語や行為がブームと

なり，「一億総レジャーの時代」と言われるなどレ
ジャー・スポーツ市場が成長を始めた（中西，2015）．
水泳，体操などの参加者が増加し，テニス，ゴルフ，
ボウリングなどのレジャーブーム，スポーツブームが
起きた．1981年に2兆6414億円であったレジャー･ス
ポーツ市場規模は，1990年には5兆2140億円と10年
間で約2倍に拡大した．その後，1992年の6兆530億
円をピークとして徐々に減少し，2000年以降は4兆円
前後を推移しており，1980年代にレジャー・スポー
ツ市場は大幅な成長を示した（余暇開発センター，
1984,1991,1998；日本生産性本部,2008）．レジャー・ス
ポーツが大衆化したと考えられる現代社会において，
新しいレジャー・スポーツ活動が一時のブームではな
く，我が国に定着し，普及するためにはどのような条
件が必要なのかは明確になっていない．この課題を明
らかにするためには，レジャー・スポーツ活動の普及
過程や規模拡大の契機あるいは兆候などについて知見
を深め，状況を整理する必要がある．

レジャー・スポーツ用品市場についてレジャー白
書（余暇開発センター，1984,1991,1998；日本生産性本
部，2008）では，球技スポーツ用品，その他のスポー
ツ用品，山岳・海洋性スポーツ用品の3部門が継続的
に調査されている．スキー・スケート・水上スキー，
レジャー用ボート，釣具，海水中用品，サーフィン，
登山・キャンプなどに使用する用品によって構成され
る山岳・海洋性スポーツ用品市場は1980年当初から最
も多くの市場規模を有しており，球技スポーツ用品部
門の販売が減少した1980年代中期も市場規模を保ち，
1987年以降はさらに市場を拡大した．1980年代のレ
ジャー・スポーツ市場の拡大に山岳・海洋性スポーツ
用品部門の販売は大きな役割を果たしたと言える．

レジャー白書（余暇開発センター，1984,1991）では
1980年代から1990年代にかけてヨット，ウインドサー
フィン，スクーバ・ダイビング，ハングライダー・パ
ラグライダー，スカイダイビング，スケートボード等
のレジャー種目への参加者の増加を示している．これ
らの種目の中で，特にウインドサーフィンはヨットと
サーフィンの特徴を融合させたイノベーションによっ
て用具が開発され，普及したレジャー・スポーツであ
る．発明起源には諸説あるが，我が国に導入された時
期は用具が輸入された時期であり，普及に至る起点が
明確である．さらに1980年代にはウインドサーフィン
ブームと言われる時期があり，我が国に定着した経緯
を持つことから，ウインドサーフィンの普及過程を新
たなレジャー・スポーツ活動が我が国に普及していく
プロセスの事例として設定する． 

2．先行研究の検討
2. 1　イノベーション普及理論と普及過程の区分につ

いて
ウインドサーフィンは新たな発想によって生み出さ

れたレジャー・スポーツであり，イノベーションの賜
物と言えよう．ロジャース（2007）のイノベーション
普及理論では「普及とはイノベーションが，コミュニ
ケーション・チャネルを通じて，時間の経過の中で，
社会システムの成員の間に，コミュニケート（伝達）
される過程である（p.8）」と述べられており，普及の
要素としてイノベーション，コミュニケーション・
チャネル，時間の経過，社会システムを挙げている．
ロジャースの提唱するイノベーションの普及理論の基
本的な体系は1960年前後に提示されたものであるが，
青池（2003），三藤（2005，2007）はこの普及理論を用
いて，ビデオレコーダーやファクシミリなどの普及過
程の解明に用いており，1980年代の事象にも対応して
いる．

レジャー・スポーツ分野では，山下・出村（1987）
はスイミングクラブに子供を通わせるというスポーツ
行動をイノベーションと捉え，ロジャースのイノベー
ションの普及理論を援用し，イノベーションの普及
に影響を及ぼしている要因を明らかにしている．ま
たPoulos & Donaldson（2015）は，オーストラリア
でのスポーツ実施時の安全ガイドラインの普及に，
ロジャースのイノベーション普及理論に基づいたア
プローチを援用したことを説明している．一方でBall 
et.al（2014）は遠隔的な健康教育の採用と普及にロ
ジャースのイノベーション普及理論を踏まえて取り組
んだことを報告している．Kellison & Hong（2015）
は環境に配慮したスタジアムの建設に対する取り組み
において，環境に影響を及ぼす要因についてロジャー
スのイノベーションの普及理論の枠組を用いて説明し
ている．そのため，スポーツ・レジャーの普及にロ
ジャース（2007）のイノベーションの普及理論を援用
可能と判断した．

なお，ロジャース（2007）は普及曲線を用いて，普
及過程を5段階に区分している．イノベーションを採
用する速度によって革新的採用者，早期採用者，早期
多数派，後期多数派，採用遅滞者の5つに採用者を分類
し，採用者カテゴリーとした．普及段階における採用
者の特徴を明らかにすることは，普及過程を把握する
際に有効ではあるが（宇野，1990），過去のレジャー・
スポーツ参加者の特徴を現時点からさかのぼって調査
することは不可能である．そこで本研究では採用さ
れたモノや行為（プロダクト）の動向によって普及
過程を区分するプロダクトライフサイクル理論を援
用する．ライフサイクルのステージは研究者によっ
て3段階，4段階，5段階など区分の基準が異なる（八
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に関する研究においても同様で，明確な定義はなされ
ておらず，普及を促進するために行われた方略が述べ
られている．ヨットは外国人居留地から高原避暑地に
伝播し，海浜別荘地を中心に普及したが，佐藤（2003）
は日本経済が発展し，経済的に豊かになった我が国の
社会的背景と，受容基盤となった欧米人や上流階級者
によって行われたヨットクラブの運営や競技会の開催
が，普及を促進したことを明らかにした．また小長谷

（2005）はサーフィンの普及過程を，湘南地区から全
国に伝播していく受容過程を実施者の活動内容によっ
て3期に分けて説明した．第1期（輪郭形成期）には用
具の供給と活動場所の整備，第2期（大衆化期）には
ファッションの流行や雑誌等によるマスコミの影響が
普及を促進したことを明らかにした．第3期は，ダイ
ヤルQ2による波情報やインターネット販売など大衆
化後の活動についてであった．スクーバ・ダイビング
は1960年代後半からチャンピオン・スポーツとしての
スピア・フィッシングからレジャー・スポーツとして
のファン・ダイビングへとダイビングスタイルが移行
することで，参加者が増加した．参加者の増加を促進
した要因として圓田（2009）は海外の潜水指導団体の
商業主義的な活動とデジタルカメラの普及を挙げてい
る． 

本論文のテーマであるウインドサーフィンの普及及
び普及戦略に関する研究において，平野（2001）はウ
インドサーフィンの特許を巡る論争とオリンピック種
目への採用に向けた取り組みを調査し，特許が我が国
への普及を促進し，一方で阻害したことを明らかに
した．また平野（2004）は日本ウインドサーフィン協
会（以下：JWAと表記）の活動について文献調査を
行い，競技団体の組織的な活動が我が国における黎明
期のウインドサーフィンの普及を促進したことを明ら
かにしており，普及を促進した方略と考える事ができ
る．ただどちらの研究も普及初期の事象や期間に限定
された調査研究であり，普及過程や普及戦略に関する
縦断的な知見は確認できなかった．

海外では，Krebs（1986），Bellis（2016）は特許を
巡る国際的な論争と米国における特許の範囲について
報告をしており，ウインドサーフィンの特許が普及
に与えた影響について言及している．またSedlaczek

（2009）は歴史文化的な観点から，ウインドサーフィ
ンに用いられる用語の特徴を調査している．製品開発
や競技団体の違いによってウインドサーフィンの用具
には異なる名称が与えられ，名称が多様化したことを
明らかにしているが，用具販売の促進などにどのよう
に影響があったかについては述べられていないShah

（2006）はウインドサーフィンには22年間で40回の製
品イノベーションが起きており，イノベーションの連
続が産業を大きく成長させた要因であったことを明ら
かにした．つまり製品イノベーションが普及を促進し

代・浪越，1989）．ライフサイクル理論をレクリエー
ション・プログラム経営の分析に応用したHoward & 
Crompton（1980），ウインドサーフィンのように用具
の価格が高く，耐久財のライフサイクルを対象とした
バーグ（1969）等の研究では5段階の分類法が用いら
れている．

原田（1987）はライフサイクルの判定には，あらゆ
る理論と経験を加味して総合的に判断することの重要
性を示唆しており，本研究では数学的成長曲線にあて
はめて変動パターンを探る方法ではなく，ボードの販
売数の推移を中心に複数の指標によって普及過程のス
テージを判断する方法（八代，1989；米谷，1995）を
用いるのが適切であると考える．

2. 2　普及過程の指標について
ロジャースは，普及過程の指標としてイノベーショ

ンの採用者数，用具の販売数，新技術の導入数，売
上高などを用いている（宇野，1990）.ただし，小野

（2000）や樋口（2012）はロジャースが普及曲線を構
成する指標を明確にしておらず，統一性がないことを
指摘している．だが，Gatignon & Robertson（1985）
は，Rogers（1962）の普及理論に基づき普及過程を
Rate，Pattern: Time and Spatial，Potentialの3つの指
標を用いてマーケティングの観点から説明しており，
複数の指標を用いることで普及過程を分析できること
を示唆している．ロジャース（2007）は普及過程分析
について人間の行動を洞察し，理解することを目的に
実施されると述べており，普及過程の指標について普
及曲線による指標のパターンを観察するだけでなく，
イノベーション採用者の動向やコミュニケーション・
チャネルとのかかわり，制度の変更など外部的な影響
を考慮すべきであることを示唆している．これら3指
標に加え，草深（1986）はスポーツ産業の浸透にマス
コミ，コマーシャル，メディアイベントのプロデュー
スが有効であることを主張している．さらにベスト

（2009），中島（1988）はメディアが普及に重要な役割
を果たすことを述べていることからも，現代的な普及
過程の解明にはメディアへの露出性を指標に加える必
要がある．

2. 3　レジャー・スポーツにおける普及戦略
ちなみに戦略という用語は，経済戦略，経営戦略，

人事戦略のように一般的に使用されているが，普及現
象に対する戦略を論じた研究は多くない．レジャーお
よびスポーツに関する普及戦略の研究には，嘉納治五
郎の柔道における普及戦略（桐生, 2012），ACL損傷予
防プログラムの普及戦略（窪田・鎌田, 2016），幼児期
の運動指標の普及戦略（春日, 2014）などがあるが，
明確な定義はなされていない．

マリンレジャー・スポーツの普及過程及び普及戦略
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定して抽出を行った。抽出された記事を読み，内容が
ウインドサーフィンに関する活動内容や競技結果など
に触れていない記事を除き，集計し，掲載数とした．

5．結果
5. 1　普及過程の区分

図1には販売店数，ボード販売数及び団体登録者数
の推移，図2には雑誌及び新聞掲載数を示した．新聞へ
の掲載数を除く，その他の指標は1980年代後半をピー
クとするベル型の曲線を描いた後，2000年前後から指
標の増減が少なくなった．4つの指標の上昇が緩慢な
1974年から1978年を導入期，用具販売数，団体登録者
数，雑誌掲載数が急速に伸びた1979年から1982年を
成長期とした．販売店数，競技会開催数，団体登録者
数が増加し，ボードが最も販売された1983年から1986
年を成熟期とし，団体登録者数，雑誌・新聞への掲載
数は増加するが，ボード販売数，販売店数が減少した
1987年から1991年を飽和期とした．新聞への掲載数を
除くすべての指標が減少し，後半は指標の変動が少な
くなった1992年から2010年を衰退・維持期と区分し
た．

5. 2　ウインドサーフィンの普及過程と普及戦略
ウインドサーフィンの普及過程及び普及戦略を表1

に示した．普及戦略については各普及期における用
品・用具のイノベーション，販売店・用具メーカーの
販売，競技団体・イベントの組織化，メディアの広報
宣伝に分類した．

5. 2. 1　導入期（1974年から1978年）　
1）市場性（ボード販売数）

ウインドサーフィンが国内で販売されたのは1974
年であり，米国から輸入されたウインドサーファー艇

（以下WS艇と表記）であった．年間の販売艇数は1974
年の150艇から毎年増加し，導入期全体では計2,600艇
が販売された．国内におけるWS艇の販売・製造権は
勝和機工㈱と㈱ウインドサーフィン・ジャパン（以下
WSJ）の専用であり，WS艇はセイルなどのパーツと
セットで約17万円であった．用具・用品の価格帯が高
価なこともあり，マリンレジャー・スポーツ経験のあ
る社会人の参加者が多かった（JWA，1984.8）．セイル
サイズやボード形状の変更，フットストラップの開発
などの製品イノベーションに伴って販売数を年々増や
し，販売数の上昇は緩やかではあったが，輸入品は即
完売の状態が続いた（鈴木，1982）．
2）浸透性（販売店数）

1974年に東京，和歌山，静岡に4店の販売店ができ
た．WSJやJWAのスタッフが各地でデモンストレー
ションを行うことで体験者が増加し，販売店が水辺地

た戦略であったと考える事ができる．しかしウインド
サーフィンへの参加者数や用具販売数，競技団体の動
向などに関する縦断的な記載は見られず，米国を含め
我が国のウインドサーフィンの普及戦略に関する研究
知見は皆無であった．

3．目的
以上の先行研究の検討より，本研究は，ロジャース

のイノベーション普及理論を援用し，国内にウインド
サーフィンが普及する過程及び普及各期における普及
戦略について明らかにすることを目的とする．

4．調査の方法
ウインドサーフィンには「ボードセーリング」，「セ

イルボード」，「ヨットサーフィン」など複数の呼称が
あるが，本研究では現在，国際競技団体が使用してい
るウインドサーフィンを用いる．国内で用具販売が開
始された1974年を調査の起点に，2010年までの37年
間を調査対象期間として、ウインドサーフィン及びマ
リンレジャー・スポーツに関する文献調査を行った．
最大で17団体に分かれていた競技団体が2010年に統合
されたことは，多様化していた用具や活動内容が集約
された証左であり，普及過程の分岐点と考え，本調査
の終点とした．

普及過程の指標としてGatignon & Robertson（1985）
が用いた3つの指標および露出性を用いるが，Rateは
イノベーションの採用規模のことであり，「市場性」と
した．「市場性」にはボードの販売数を用い，国内で20
年以上継続して輸入販売を行っているメーカー4社の
販売記録と日本ボードセーリング協会（以後JBSAと
表記）保存資料を収集し，ボードの販売数を集計した．
Pattern: Time and Spatialはイノベーションが浸透し
ていく時間と場所のパターンのことであり，「浸透性」
とした．「浸透性」には販売店数の動向を用い，各年の
月刊ハイウインド（以下HWと表記）4月号に掲載され
た販売店リストを用いた．Potentialはイノベーション
の発展性及び可能性のことであり，ウインドサーフィ
ンのスポーツとしての発展性・可能性を「組織性」と
した．「組織性」には競技団体に保管されていた登録記
録を用い，競技団体登録者数とした． 
「露出性」には雑誌約17万冊を所蔵し，「雑誌の図書

館」と呼ばれる大宅壮一文庫に所蔵された雑誌と新聞
全国4紙への掲載数を指標とした。雑誌への掲載数の
検索にはデータベース「Web OYA-bunko」（検索日
2015年5月6日から5月31日）を，新聞への掲載数の
検索にはデータベース「G-Searchセレクト」（検索日
2015年6月17日から8月16日）を使用し，「ウインド
サーフィン」及び「ボードセーリング」を検索語に設
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制度の確立と同時期のため，用具を販売し，乗り方を
教えることで生計が立てられる時期を迎えた証左とも
言える．販売店は参加者を愛好者グループごとに登
録するJWAのフリート制度を推奨した．販売店がフ
リートの活動拠点になることで販売店に参加者がつど
い，海で遊ぶ仲間を口コミで増やす場となり，ウイン
ドサーフィンの浸透に効果的であった．
3）組織性（競技団体登録者数）

WSJ代表の鈴木東英（1982）は競技スポーツとして
の普及を強く望み， 競技団体JWAを1974年1月に設立
した．JWAへの登録者数は1974年の70名から毎年増加

域に広がった（JWA，1975.10）．1975年には全国6ブ
ロックすべてに販売店が設置された．WSJの販売促進
活動に加え，サーフィンやヨット，スクーバ・ダイビ
ングなどのすでに実施されていたマリンレジャー・ス
ポーツ業者の販売網によって，いち早く販売ルートが
整備された．1976年10月には70店舗が登録し，1977
年にはウインドサーフィン専門店と銘打つ販売店も出
現した（JWA，1977.4）．専門店という表記には，他の
レジャー・スポーツ用具と同様に販売している販売店
と差別化する意図があったと思われる．ウインドサー
フィン用のウエットスーツの販売やインストラクター

図1　ボード販売数，販売店数，団体登録者数＜市場性，浸透性，組織性＞の推移

図2　雑誌及び新聞掲載数＜露出性＞の推移
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現日本セーリング連盟）への加盟や国際的な競技会へ
の参加など，競技スポーツとしての拡大が見られた．
また競技団体が推奨したフリート制度はJWAの競技
会に出場する窓口，安全対策やルールの啓蒙にも機能
しており（平野，2007），競技団体による競技化，組織
化の普及戦略は登録者の増加を促進した．
4）露出性（記事掲載数）

導入期の雑誌への掲載は，徐々に増加するが年間6

し，1978年には500名を超えた．JWAは,1974年3月に
初の公式競技会，11月に全日本選手権，1977年4月には
全日本学生選手権を開催した．ヨットと同様の競技形
態が主流であったが，フリースタイル，ロングディス
タンス，スラロームなど多様な競技形態が加わった．
競技団体と用具メーカーが競技会の運営，支部組織の
設立など競技の普及を戦略的に行った時期であり，
1978年には33競技会の開催，日本ヨット協会（JYA，

表1　各期におけるウインドサーフィンの普及過程および普及戦略

 

 西暦 用具・用品のイノベーション戦略 販売店・用具メーカーの販売戦略 競技団体・イベントの組織化戦略 メディア広報宣伝戦略

1974 WS国内で販売 勝和機工が輸入販売と生産権取得 日本ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ協会設立(JWA)１月

ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ設立(WSJ) 協会発足記念ﾚｰｽ（18名、神奈川県）

国内に販売店が4店舗 第1回全日本選手権（43名、神奈川県）

1975 サイズの異なるセイル発売 すべての地方に販売店を設置 第2回全日本選手権（62名、沖縄県） ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ入門書発刊(JWA）

ﾌﾘｰﾄの組織化（ﾌﾘｰﾄ11、会員183名） ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝが新聞等に掲載

1976 ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ用ハーネス発売 第3回全日本選手権（93名、静岡県） 大衆紙にｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝの記事掲載

ウエイブ用のセイル発売

1977 フットストラップの使用 ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ専門店が誕生 ﾌﾘｰｽﾀｲﾙ、ｽﾗﾛｰﾑなど競技形態増加

ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ用のｳｴｯﾄｽｰﾂ発売 第１回学生選手権（3校12名、神奈川県）

トラッカーの開発 第4回全日本選手権（100名、神奈川県）

1978 国内のレースでハーネスの使用解禁 雑誌popeyeにテクニック講座掲載

正式に日本学生連盟が発足（７校加盟）

1979 ﾀﾞｶﾞｰﾎﾞｰﾄﾞのｼｭｰﾄボードの発売 国内に25,000名の愛好者(JWA) 若者向け雑誌に多数掲載
WS国内で生産開始 特許を巡る論争がおこる 見出し「大人気」「ﾁｬﾚﾝｼﾞ」「話題」

1980 カーボンマストの使用 WS以外のボード販売が増加 WSクラスの競技会多数開催 月刊Hi-WIND創刊（マリン企画）
WSのﾌﾞｰﾑが木製からｱﾙﾐ製へ 5ステップなどの帆走方法を紹介
ウエイブ用ボード発売

1981 ﾌﾙﾊﾞﾃﾝ、ﾄﾗｲﾊﾟﾈﾙｾｲﾙの発売 丸井、西武など都市型大型店舗 JWAがJYA仮加盟（ﾌﾘｰﾄ70、会員1,300名） ｼｮｰﾄﾎﾞｰﾄﾞの帆走がTV、雑誌露出
国内でWS年間15,600艇販売 ﾋﾞｯｸﾞ、ﾔﾏﾊ、三井物産など大手参入 国内転戦型のﾞｼﾞｬﾊﾟﾝｵｰﾌﾟﾝﾚｶﾞｯﾀ開幕
WSのｼﾞｮｲﾝﾄがﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製へ 群馬、奈良を除く都道府県に販売店 第８回WS世界選手権を沖縄県で開催

1982 ﾌｧﾝﾎﾞｰﾄﾞ、ｼｮｰﾄﾎﾞｰﾄﾞ開発進む 三井物産がミストラルを輸入 第9回アジア大会で石渡が金メダル獲得 ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ創刊（リイド社）
JWAがＪＹＡに本加盟 プロ選手の誕生
日本初のﾌｧﾝﾎﾞｰﾄﾞｶｯﾌﾟ開催（静岡県） 飲料ﾒｰｶｰのCMに帆走風景を採用

1983 セイルカットが多様化 ＷＳＪの代理店が約250店展開 JWAが日本ﾎﾞｰﾄﾞｾｲﾘﾝｸﾞ協会に名称変更 Windflash誌創刊（山と渓谷社）

ｵｰﾌﾟﾝｸﾗｽ・ﾌｧﾝﾎﾞｰﾄﾞ販売増加 勝和機工年商50億2000万円と発表 JYAにｸﾗｽ別委員会設立 映画などのストリーに起用

特許無効の審判、用具の輸入増加 国内愛好者20万人（HW） 五輪、特許関連記事が雑誌に掲載

1984 カムの使用、ﾌｯﾄﾊﾞﾃﾝの開発 適地へのツアーなど店舗が企画 ｼﾞｬﾊﾟﾝｸﾗｼｯｸ(賞金のある国際ﾚｰｽ)開催 日本たばこがﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ(WC）誘致

RAFセイルの発売 国内に用具販売メーカーが増加 ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ選手会発足 ｺｶｺｰﾗ、ﾊｲﾈｹﾝなど冠レース開催

アルミ製マストの発売 ＪＢＳＡファンボードレガッタ開催 20誌以上が掲載する（大宅）

ﾌｧﾝﾎﾞｰﾄﾞ・ｼｮｰﾄﾎﾞｰﾄﾞ一般化 ＪＹＡにｸﾗｽ別協会設立 漂流などの事故多発

1985 レースセイルのフルバテン化 スポーツ店などが販売に参入 全日本実業団ボードセーリング連盟発足 100万人のスポーツと記載（HW）

国内年間で約3万本ボード販売 ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ取扱店が400店を超える クラス、協会ごとに多数レース開催 帆走風景がＣＭなど多数採用

ｽﾗﾛｰﾑのﾚｰｽｶﾃｺﾞﾘｰができる 国内でプロのシリーズ戦が開始 映画などのストーリーに採用

1986 ﾚｰｽｾｲﾙの細分化（１ｍ2毎） 統一ボードセーリング協会の設立準備 ｻﾑﾀｲﾑWCの賞金1000万円超える

ｵｰﾙﾗｳﾝﾄﾞﾎﾞｰﾄﾞ販売増加 草レース・冠レースなど多数開催

1987 カットアウェイセイル販売 ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ取扱店が800店を超える 艇種を定めないｵｰﾌﾟﾝｸﾗｽの開催 ｻｸﾀｲﾑWCの規模拡大、TV放送
各社数種類のｼｮｰﾄﾎﾞｰﾄﾞ発売 国内用具販売ﾒｰｶｰが40社を超える 賞金のある競技会が国内で年間8戦

1988 セイルにフィルムを使用 WSの価格が下がる ＪＹＡが日本ﾎﾞｰﾄﾞｾｰﾘﾝｸﾞ連盟設立（JBF） セイルにｽﾎﾟﾝｻｰ名を表記
カーボン素材のマストが市販 適地へのツアー・観戦ツアーが増加 レースでのクラス分けが多様化 ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ以外のｽﾎﾟﾝｻｰ多数
ｼｮｰﾄﾎﾞｰﾄﾞのｻｲｽﾞ細分化販売 競技団体への登録者数が最多(6,157名)

全日本選手権、学生選手権が複数開催
1989 カーボンマストが主流となる 675店の販売店（HW） ６艇種４協会別に全日本選手権を開催 WindsurfCLUB誌創刊（枻出版社）

ﾚｰｽｾｲﾙにフィルム素材を使用 販売店リストで専門店289店を差別化 JBFの学生連盟がﾐｽﾄﾗﾙ級を艇種採用 Windflash休刊
540の競技会が開催される

1990 ﾜﾝﾀｯﾁﾌﾞｰﾑ、ﾁｭｰﾌﾞﾊﾞﾃﾝの開発 ﾚｰｽﾎﾞｰﾄﾞｸﾗｽの参加者多数 旅行、自動車、時計等の広告
レースセイル細分化（0.5ｍ2毎）

1991 ｳｴｲﾌﾞセイルにもﾓﾉﾌｨﾙﾑを使用 ショップリスト602店(HW) ﾚｰｽﾎﾞｰﾄﾞｸﾗｽ加盟者が800名を超える 国内愛好者50万人と発表(WSC)
ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝﾎﾞｰﾄﾞ28社,ｾｲﾙ16社販売 国内でもｺｰｽｽﾗﾛｰﾑを実施 大衆紙に最も掲載(大宅文庫)

1992 ツーピースマストの使用 ｼｮｰﾄﾎﾞｰﾄﾞの販売がﾛﾝｸﾞを上回る 学生連盟への登録者数最多（1,302名） ｻﾑﾀｲﾑWC観客22万人
ｽﾘｰﾌﾞ、ﾘｰﾁなどセイル形状変化 次期ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ艇種にﾐｽﾄﾗﾙ級採用

1993 パーツもカーボン素材が一般化 プレ国体でｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ級を実施 ｻﾑﾀｲﾑWC賞金24万ドルに増
国内年間で約1万本ボード販売 ﾌﾟﾛｸﾗｽはＰＢＡのルールを採用 WC観客数が19万人に減少

プロ登録者が最多（158名） 体験人口200万人（WSC）
1994 ノーノーズボードの販売 ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ専門店は209店（WSC） 国体で国体ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝクラスを実施 国体結果など各県新聞に掲載

ＩＢＳＡ世界選手権開催（神奈川県） WCが国内で開催されず
ﾌﾟﾛｸﾗｽはｼｮｰﾄﾎﾞｰﾄﾞのみを使用

1995 ショートボードセイルの大型化 大会規定風速8ノットに引き下げ
WS販売終了 用具の大型化

1996 トップチップ型のセイルを販売 WFJ（日本ｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ連盟）発足
フラッパーボードの販売 11に分化した競技団体をWFJが集約

1997 HWｶﾀﾛｸﾞ､ｺｰｽﾚｰｽﾎﾞｰﾄﾞ未掲載
1998 ﾌﾘｰｽﾀｲﾙ用のボード販売
1999 ｼｮｯﾌﾟﾘｽﾄ220店,専門店152店(HW) 国体にｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝ女子も採用 新聞掲載数最多（国体・五輪等）

プロ協会はＪＰＷとＮＷＡで別々に実施
2000 セイルの大型化が進む ﾌｫｰﾐｭﾗｳｲﾝﾄﾞｻｰﾌｨﾝｸﾗｽの導入
2001 ﾌｫｰﾐｭﾗｸﾗｽ用用具販売
2007 プロ協会とＮＷＡが合併し、ＪＰＷＡ設立
2009 学生連盟ﾛﾝｸﾞでないﾃｸﾉ級に艇種変更
2010 ｼｮｯﾌﾟﾘｽﾄ64店(HW) JPWA、実業団がＷＦJに統合
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主であったが，都市型の店舗では用具の販売のみを行
うなど，販売方法に変化が見られた（JWA，1982.4）．
成長期には用具の販売数，競技団体への登録者数が増
加しており，立地や販売方法の変化，商圏範囲の拡大
によって用具の入手を容易にした販売店の普及戦略が
浸透に影響したと考えられた．
3）組織性（競技団体登録者数）

成長期を通じて， JWAへの登録者は800名から2,800
名と約3倍に増加し，フリート数は201へと倍増した

（JWA，1982.4）．1981年にはウインドサーフィンが
1984年のロサンゼルスオリンピックのヨット競技種目
に採用がきまり，JWAは日本ヨット協会（JYA）に加
盟した．またジャパンクラシックなど賞金レースが行
われるようになり，1981年後半には企業と契約し，プ
ロセイラーとして活動する者も出現した．さらに1982
年アジア大会で石渡常原氏が金メダルを獲得し，競技
スポーツとしての活動が注目を集めた．

登録者が増加したという意味では組織性が促進さ
れているが，成長期のボードの販売数37,280艇であっ
たのに対し，団体登録者数の増加は2,000名と少数で
あり，組織化を進め，登録者を増やす競技団体の普
及戦略が円滑に機能していたとは考えられない．平
野（2001）は競技団体の整備や選手強化が進まなかっ
た原因として，オリンピックに使用される艇種や特許
に関する問題から競技団体が複数存在し，参加者が混
乱したこと，オリンピックへの選手派遣などを巡って
JYAとJWAの対立が深まったことを指摘している．
前述のWS艇の販売数に対し，WS艇以外の艇の販売数
が少数であったことからも，競技に用いられる艇種や
競技団体の活動に偏りがあったと推測され，組織化を
抑制したと考える． 
4）露出性（記事掲載数）

1979年の雑誌への掲載数は16誌，成長期には合計54
誌に掲載され，露出性が増加した．また「明星」「中
学3年生」「平凡パンチ」などレジャー・スポーツとは
関連の少ない若者向けの娯楽誌にも多数掲載されてお
り，その新奇性や楽しさが紹介されていた．一方でロ
サンゼルスオリンピックに使用する艇種の選定や特許
に関連した問題が新聞紙面に取り上げられた（朝日新
聞，1981；日経産業新聞，1983）．

1980年後半に月刊誌Hi-Wind（以後HWと表記）
と専門書ウインドサーフィンが創刊された．特にHW
にはセイリングの適地，テクニック，競技会，ファッ
ション，海外での情報や波に乗るウエイブパフォー
マンスなどの活動の様子が全国に紹介された（HW，
1989.11）．インターネットなど無い時代であり，参加
者の活動見本になったと思われる．

1982年頃より清涼飲料水や衣類のTVコマーシャル
にウインドサーフィンの疾走する様子や大きな波に挑
戦する映像が用いられた．ウインドサーフィンの爽快

誌前後と少なく，普及に大きな影響を及ぼしたとは考
えられない．記事の見出しには「新興スポーツ」「流
行りの」「ヤング向け」などの見出しが付けられ，新
規のレジャー・スポーツとして扱われていた．記事の
内容はWSJやJWAのスタッフが国内各所でウインド
サーフィンのデモンストレーションを行う様子，乗り
方や楽しみ方などが詳細に解説され，JWAの活動内容
が紹介されており，用具メーカーや競技団体の普及戦
略であったと考えられた．また「ニューヨットの競技
会」（報知新聞,1974）「風に乗って,水上を滑る」（朝日
新聞,1974）,「風まかせ，波はいらないサーフィン」

（読売新聞,1975）などと題して掲載されていたことか
ら，サーフィンやヨットの派生形として扱われていた
ことがわかる． 

5. 2. 2　成長期（1979年から1982年）　　
1）市場性（ボード販売数）

1979年はWSJがWS艇の国内生産を始め，価格が
195,000円と上昇したにもかかわらず，WS艇の国内販
売数は前年の4倍以上，1年間で販売開始からの総販
売数を超える4,300艇が販売された（JWA，1980.9）．
1982年には14,600艇，成長期全体では35,500艇のWS艇
が販売された．ボードが軽量化され，可動式センター
ボードの導入やトラッカーを付属するなど機能的なバ
リエーションを増し（JWA，1982.10），急速に販売数
を伸ばした．競技者にも，レジャー参加者にも使いや
すい機能を追加した製品イノベーションによる普及戦
略によって，販売数が増加したと言える．

海外ではWS艇以外のボードを用いた競技会や賞金
レースが多数開催されていた．ただ国内では1980年前
後からウインドサーフィン用具の特許が示す範囲をめ
ぐり，特許を無効とする販売店や輸入業者とWSJ間
に法廷論争が起き（横山，1983；スポーツ産業新報，
1983），特許料の納入や製品差し押さえなどが実施さ
れた．国内におけるウインドサーフィンの市場拡大は
WSJやJWAの普及活動による影響が大きいが，WS艇
以外の艇の販売総数は1,745艇にとどまっており，WSJ
の保有した特許権の存在がWS艇以外の販売を抑制し
たと考えられる．
2）浸透性（販売店数）

1981年には奈良・栃木県を除く45都道府県に105
の販売店が展開された．店舗数の増加は34と急増で
はないが，地理的な拡大が見られた．さらに1981年
にはビック，三井物産など大手企業が輸入販売に参入
した．またマルイ，西武スポーツ館，スポーツショッ
プタカハシなどの大手スポーツ店も用具販売を開始し
た．販売店の多くは水辺に隣接していたが，水辺に近
くない都市部の販売店も増加しており，用具の入手が
手軽になったと考えられる．また従来は用具販売と同
時に水上での操作方法やルールを指導する販売方法が
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が用具の生産を開始し，国内外への販売を始めた．活
動シーズンの参加者数を示すデータは存在しないが，
用具の販売数および全国的な店舗数の増加状況から販
売店には年間を通じて収入があり，相当数の参加者が
時期や場所を限定せずウインドサーフィンを実施して
いたと推測された．

海水浴場やリゾート地で実施される事が多かったウ
インドサーフィンは，容易に用具を入手できる商圏エ
リアの確立，レジャー志向の参加者にも手軽に扱える
用具開発，身近な水辺でも実施できる用具や環境の整
備といった販売店・用具メーカーの販売戦略によっ
て，日常的に実施できるレジャー・スポーツへと移行
していったことが浸透性を高め，普及の拡大につな
がったと考えられる．

一方で水辺地域に隣接しない都市型の販売店が増加
したこともあり，ハワイや沖縄，伊豆七島，奄美大島
などの好適地でセーリングすることを目的とする旅
行ツアーが販売店によって数多く企画された（Wind 
flash，1983.12；HW，1983.7）．水辺地域に隣接する
リゾート施設にはウインドサーフィンのレンタル用具
やスクールが設けられており（Wind flash，1983.12；
HW，1984.4），リゾート型レジャー・スポーツとして
拡大を続けた．
3）組織性（競技団体登録者数）

競技団体への登録者数は1983年3,820名から1986年
には4,618名と年々増加した．プロ選手の活動が活発
化し，1984年にプロフェッショナルウインドサーフィ
ン選手会，1985年には全日本実業団ボードセーリング
連盟が発足した．さらにJYA内に使用する用具の異
なる艇種ごとに競技団体が設置されたことも登録者の
増加に寄与したと考えられ，競技形態や艇種によるセ
グメンテーションは組織性を推進したと言える．また
1983年頃からスポンサー企業の社名や製品名などを大
会名に持つ「冠レース」と呼ばれる競技会が増加し，
コカ・コーラや日本たばこなどの企業がプロ選手の国
際大会を誘致しており，競技会の開催数は1983年228
大会から1986年460大会へと倍増した． 

成熟期の競技会は使用する艇種を限定せず，予選や
出場制限を設けない「草レース」と呼ばれる開催形態
が主であった．競技団体が開催する全日本選手権や海
外派遣レースの選考会のような艇種ごとに開催される
公式な競技会とは異なり，「草レース」は用具メーカー
や販売店が開催し，出場制限が無く，誰でも参加でき
た．競技に参加するハードルが下がり，レジャー志向
者が爽快感や挑戦を求め，参加者の技量を試す活躍の
場となった（HW，1985.3）．「草レース」は，大衆化を
促進する組織化イノベーションとも言え，製品販売を
促進したいスポンサー企業の意図と合致し，競技者の
増加に効果的な普及戦略であったと言える． 
4）露出性（記事掲載数）

感が強調された映像は宣伝対象であった製品のイメー
ジとして販売促進に活用されると同時に，ウインド
サーフィンのメディア露出を高め，ウインドサーフィ
ン自体に爽快なイメージを確立することにつながった
と考えられた．水辺でないと目にする事が出来なかっ
たウインドサーフィンの帆走がメディアに露出するこ
とで大衆の目に触れ，ウインドサーフィンに対する興
味や活動が促進されたと考えられる．

5. 2. 3　成熟期（1983年から1986年）
1）市場性（ボード販売数）

WS艇の販売数は1983年の13,500艇から1986年4,000
艇へと減少した．反面，WS艇以外の3社のボード販売
数は1983年3,900艇から1985年13,100艇，1986年12,800
艇へと急速に増加した．1983年5月にウインドサーフィ
ンの特許を巡る裁判で特許庁が特許無効の審判を下し
た．その後も公判は継続されたが，特許料の納入や開
発の規制が緩和されるという推測から輸入製造業者が
多数参入し，国内で販売される艇種が急増した．

成熟期には競技用，レジャー用，波に乗るウエイブ
用などのボード，風の強弱に合わせた複数のセイルが
販売されており，製品イノベーションによる参加者の
用途目的や技量に応じた用具の専門化，細分化が進ん
だ．また1セットの用具で様々なコンディションに対
応できるオールラウンドボードや帆走自体を楽しむ
ことが目的とするファンボードというカテゴリーの用
具販売が行われるなど，用具メーカーによるイノベー
ションは用具の多様化，多目的化をもたらした．

また，これまではセイルとボードなどの用具をセッ
トで販売する形態が主流であったが，成熟期には用具
の多様化に伴って各パーツを参加者が選択して購入す
る販売形態に移行するという販売方法の変化が見られ
た（平野,2000）．さらにWS艇はセットで20万円前後で
あったが，他のメーカーの用具はボード30万円前後，
セイル4～8万円前後，その他にマスト，ブーム，ユニ
バーサルジョイントなどのパーツを揃えると，総額40
～50万円前後の費用が必要であり，価格の上昇につな
がった．

国内における用具販売の最盛期を迎え，WS艇を第
一世代とするならば，第二世代とも言える用具へと変
化し，それに伴って販売形態，価格にも変化が見られ
た．特許無効の審判による影響はもちろんであるが，
用具メーカーが行った製品イノベーションと参加者の
様々な志向やニーズに対応した用具の専門化，細分
化，多様化，多目的化などの販売戦略が用具の購買を
促進した普及戦略であったと言える． 
2）浸透性（販売店数）

販売店数は 1983 年 206 店，1985 年 411 店，1986 年
660店と急速な増加を示した．さらに内陸地の販売店
が増加し，ヤマハやブリヂストンなどの国内大手企業
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あったと推測される．ただイノベーションの大半は競
技性の促進（競技化）や技能の向上（高度化）に寄与す
るものであり，ワンタッチ式ブーム（簡易化）やカー
ボン製マスト（軽量化）など，初心者に恩恵をもたら
した製品イノベーションはわずかであった．成長期に
はマーケットの主流であり，大衆化を促進したWS艇
の販売数が減少したことに加え，初心者層の実施を促
すような用具・用品のイノベーションが少なく，新た
な参加者の獲得につながらなかったのではないかと考
えられる．
2）浸透性（販売店数）

販売店数は1987年が800店とピークを迎えた後，緩
やかに減少した．国内では40を超える多数のボードブ
ランドが販売を行っていたが（HW，1987.4），ボード
の販売数に顕著な増加は見られず，用具が参加者に行
きわたり，販売店や用具メーカーが飽和状態にあった
と考えられる．

1987年には，総合保養地域整備法（リゾート法）
が制定され，増加したリゾート施設ではヨットや船舶
などと比較して，設備投資が少ないウインドサーフィ
ンを積極的に取り入れていた（HW，1991.3；HW，
1992.10）．販売店はこうしたリゾート施設や旅行業と
連携して国内外でのセーリングや競技会に参加するた
めのツアーを企画し，レースを開催するなど，販売し
た用具の利用機会と用途拡大を行った．また1990年以
降，HWでは一部の販売店を別枠に記載し「ウインド
サーフィン専門店」と表記している．こうした販売店
による独自の企画や表記など差別化は販売店の販売戦
略であり，ウインドサーフィンの用具や楽しみ方が国
内に浸透し，飽和した販売店や用具メーカーの淘汰が
始まったと言える．
3）組織性（競技団体登録者数）

飽和期における競技団体への登録者数は期間を通じ
て5,500名を超える登録者がおり，1988年が6,321名と
調査期間内で最も登録者が多かった．また競技団体も
増加しており，最多で17団体の活動が確認できた．
参加者が競技活動を行うためには複数の競技団体に所
属する必要があったなど乱立状態にあった．日本ヨッ
ト協会が，日本ボードセーリング連盟を設立して競技
団体の統合を試みるが，合意に至らなかった．1988年
にフリート数405，競技団体登録者6,321名，1989年に
競技会の開催数は540と最多であり，飽和期が競技活
動の最も盛んに行われた時期であった． 飽和期の競
技は，コースレースと呼ばれるロングボードを用いた
競技であり，冠スポンサーが付き，賞金や賞品が配布
される「草レース」が主であった．競技会は，ゲーム
大会や音楽ライブ，パーティーなどと組み合わせたイ
ベントが多数開催されており（HW，1991.11；HW，
1991.12），競技だけでなく，多様な娯楽要素を持つレ
ジャー・イベントへと開催形態が大型化した．選手や

雑誌への掲載数は1984年が21誌と増減はあるもの
の，導入期，成長期と比較して多く見られ，新聞への
掲載数も年々増加し，1986年には18本となった．用
具メーカーのメディア戦略かどうかは定かでないが，
1983年と1985年にはアイドル歌手が出演する映画のス
トーリーに用いられ，主人公がウインドサーフィンで
帆走し，競技会に出場した．1984年には年間で20誌以
上の雑誌に記事が掲載されるなど，テレビや雑誌など
のメディアに露出しており，参加者の増加に貢献した
と考えられる．またウインドサーフィンスクール（教
室）が盛況で，販売店の大きな収入源となっていたが

（JBSA,1985.12），スクール用のセイルにタバコや清涼
飲料水などのロゴマークや商品名を記載したものが多
く見られた．海水浴などで水辺を訪れた人たちの目に
とまる意図から宣伝材料としてウインドサーフィンが
用いられ，これらの商品の販促活動によっても華やか
なセイルがメディアに多数露出し，知名度と露出性の
向上につながったと推測された．

なお，この頃より，ウインドサーフィン参加者によ
る事故が多発し，漂流事故や死亡事故などが新聞に掲
載された（朝日新聞，1984；朝日新聞，1985）．競技団体
は指導者制度の浸透や参加者のナンバー登録など対策
を講じたが，水辺から離れた量販店による販売では初
期技能やルール，海岸の利用方法など充分な指導をす
ることができず，事故が多発した一因となった（HW，
1982.12；Windsurf CLUB，1991.3）．小長谷（2005）
はサーフィンの普及過程において，成熟期にあたる大
衆化前期にサーファーの事故，悪評などがメディアに
取り上げられ，サーファーのイメージが変わるきっか
けになったことを指摘している．危険を伴うといった
イメージがウインドサーフィンの普及を抑制したかは
不明だが，参加者が急増したことの弊害であり，成熟
期の特徴の一つと言える．

5. 2. 4　飽和期（1987年から1991年）
1）市場性（ボード販売数）

1988年には年間に国内で約20,000艇のボードが販売
されており，WSJを除く3社の国内販売シェアは52％
であった（JYA，1988）．用具メーカーのイノベーショ
ンによりボード形状，芯材，外皮など素材が変わり，
軽量化され，用具の強度が増した結果，ボードのス
ピードや操作性などが向上した（平野，2000）．また，
セイルや他のパーツに関しても同様で，用具メーカー
が開発を競うことで用具が改良され，海のコンディ
ションに合わせた用具が開発されて多様化し，技量や
用途によって細分化・専門化するなどイノベーション
が進められた．我が国は1991年にバブル経済が崩壊
し，景気の後退期を迎えた影響もあり，ボードの販売
艇数は減少を続けた．しかし，競技団体への登録者数
は急激な減少を示しておらず，競技者の活動は活発で
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1）市場性（ボード販売数）
ボードの販売数は1992年の8,250艇から徐々に減少

した． 2005年以降は大幅な増減が見られなくなり，
1,700艇前後で推移した．一過性のブームが去り，市場
規模は縮小したが，継続的に用具の販売が行われてお
り，一部の愛好者に定着したと考えられる．

販売数が減少した後も用具・用品開発のイノベー
ションは続き，用具の専門化が促進されており，ウエ
イブパフォーマンス用やレース用，フラットウオー
ター用など，用途によって細分化され，用具選択の幅
が広がった（平野，2000）．製品イノベーションは帆走
スピードや操作性の向上につながり，経験者や上級者
に恩恵をもたらした．また初級者や新規参加者が容易
に帆走できるエントリーモデルの開発及び販売による
普及戦略が行われているが，市場を拡大するには至ら
なかった．用具を中心とする高度化，専門分化が進ん
だ反面，複雑化し，細分化された用具は新たな初心者
の参入の障害となり，イノベーションが推進すること
による逆効果現象が起こったと言える．
2）浸透性（販売店数）

HWの記載では販売店が2007年148店から2008年に
は84店へと急激に減少した．ただこれはHWへの掲載
方法が変更された影響であり，用具の販売状況から実
際に販売店が半減するほどの変動があったとは考えら
れない．所在地から販売店は全国的に展開しており，
地理的な普及は維持されていた．用具の専門化，多様
化に伴って販売メーカーは試乗会などを開催し，用具
の説明や販売促進を行ったが，効果的な普及戦略とは
ならなかった．
3）組織性（競技団体登録者数）

競技団体への登録者数は減少が続いたものの，2000
年以降は2,000名前後の登録者数で推移した．1994年に
国民体育大会にヨット競技の種目として採用されたこ
とや1996年に分化していた競技団体の一部が日本ウイ
ンドサーフィン連盟（WFJ）に統合されたことは，競
技会開催や参加を円滑に行う組織性を高め，競技者が
活動を継続する要因になったと考えられる．1984年か
ら国内で開催されていたプロ選手による国際大会への
来場者数は1992年が約21万9千人，賞金総額約24万ド
ルと最多であった．ウインドサーフィンに関連した企
業だけでなく，たばこ，アウトドア，ファッション，
トラベル企業がスポンサーとなり，年々競技会の規模
を拡大し，プロ登録者も1993年が158名と最多であっ
た．ワールドカップは1994年以降，メインスポンサー
の撤退によって国内で開催されなくなるが，こうした
競技志向の強まりはレジャー的な活動を求めて競技団
体に登録していた者や新規の参加者を減少させたと考
えられた．組織化が進むにともない，新規参加者の拡
大や活動の継続を促す競技団体の組織的な活動が必要
であったと思われた． 

イベントのスポンサーとしてレジャー・スポーツ関連
の企業だけでなく，ファッションや旅行業など多業種
が参入し（HW，1991.4；HW，1992.4），市場や販売網
の拡大につながった．

一方，競技会への参加者は競技以外のイベントを目
的とした参加が増加したと記載されており（JBSA，
1991），勝利や競技性を求めるだけではなく，多様な
志向を持っていたことが報告されている．イベントの
大型化は多様な目的を持った参加者の興味と関心を引
き付け，これまで競技に参加していなかったセグメ
ントの参入を促すことで競技団体への登録が活発化
しており，組織化を促す重要な普及戦略であったと分
析する．ウインドサーフィンのイベントは競技的な特
徴とレジャー的な特徴を併せ持つことで，参加者を増
やし，組織を拡大した．ただ登録窓口の一本化や競技
形態の統一など競技団体による組織化が促進されてい
ない．競技会の開催数，競技団体の登録者数が最も多
かった飽和期の参加者や競技会の多様化は組織化を妨
げ，結果的に競技参加者や競技団体への登録者の増加
を維持できなかった要因の一つであったとも推測され
る．
4）露出性（記事掲載数）

雑誌への掲載数は24誌と1991年が調査期間内で最多
であった．また新聞紙面への掲載数は1990年123本，
1991年102本と増加しており，露出性が高まった．記事
の内容は，競技者の活動内容や競技内容が主であり，
ウインドサーフィンというレジャー・スポーツが大衆
に浸透していることを想定して書かれた記事であっ
た．プロ選手が出場する世界大会（ワールドカップ）
が1984年より引き続き国内で開催されていたが，大会
告知などで競技場面がメディアに露出し，参加者の競
技への関心を高めることにつながったと思われる．

また従来のセイルは布に近い素材であったが，1990
年前後より透明なフィルムが素材として用いられるよ
うになった．機能的な向上を意図した製品イノベー
ションであったが，スポンサーや大会のステッカー，
チーム名などをセイルに広告として貼ることが可能と
なった．そのため，セーリング風景を視覚的な広告と
して用いることが容易となり，ＴＶコマーシャルや
雑誌などのメディアに宣伝材料や広告塔として露出す
る機会が増加した．宣伝材料としてメディアに露出す
ることはモータースポーツなどでは一般的であり（近
田，2006；小林，2010），ウインドサーフィンの商業化
やプロスポーツ化を促進したと言えよう．本来のセー
リング活動や競技風景がメディアに取り上げられる
ニュース性とは異なるが，メディアとの親和性が強い
というウインドサーフィンの特性は，普及を促進した
と考えられる．

5. 2. 5　衰退・維持期（1992年から2010年）
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となっていた．成長期には，用品・用具の販売ルート
が確立された市場性と，雑誌や月刊誌のメディアにお
ける露出性が有効な普及戦略となっていた．成熟期に
はシーズン型スポーツから通年型レジャー・スポー
ツへと移行をしたことから市場性と，スポーツ・レ
ジャー関連企業だけでなく，多数の企業が輸入販売に
参入し，用具の種類や用途が多様化したことから浸透
性が有効な普及戦略であった．しかしながら，ブーム
が一段落した後の飽和期には，組織性の指標である競
技団体への登録者数がピークを迎えるが，マスマー
ケットを対象とした統括団体の組織化による普及戦略
は有効ではなかった．同時にメディアを当てにした他
力本願的な露出性も有効には機能しなかった．衰退・
維持期は，ウインドサーフィンの市場規模が横ばい
になったため，市場性の普及指標よりも用具・用品
の高度化，専門化がさらに進み，一部の愛好者にレ
ジャー・スポーツとして定着しつつあることが窺える．

スクーバ・ダイビングの普及過程（圓田，2009）で
は，普及初期に指導団体による普及の促進，いわゆる
組織化が行われている．またヨットの普及過程（佐藤，
2003）においても，導入期には組織性の普及戦略が有
効であった．またサーフィンの普及過程（小長谷，
2005）は普及の初期にあたる第1期には市場性が，成
長期・成熟期に相当する第2期にはマスコミによる露
出戦略が有効であった．これらの知見は本研究におけ
るウインドサーフィンの普及過程及び普及戦略と類似
しており，マリンレジャー・スポーツ普及過程の特徴
と言える．なお成熟期に見られたシーズン型スポーツ
から通年型レジャー・スポーツへと移行したこと，飽
和期に競技団体への登録者数が最多となったことは，
他種目の普及過程では確認できず，ウインドサーフィ
ンの特殊性であると考えられる．一方で，我が国のウ
インドサーフィンの普及過程では，成長期及び成熟期
に市場性の普及戦略が有効であった．諸外国における
ウインドサーフィン普及過程（Krebs，1986；Shah，
2006；Bellis，2016）においても製品イノベーションに
よる用具開発が効果的な普及戦略であり，特許が普及
過程に影響を及ぼしていたことでは，我が国と同様で
あった．ただし，海外におけるウインドサーフィンの
普及過程に関する文献が限られており，我が国との類
似性や特殊性を検討するには至らなかった．

7．結論
本稿では，ウインドサーフィンの普及過程について

イノベーション普及理論に依拠し，市場性，浸透性，
組織性，露出性の4指標を用いて分析を進めた．マリ
ンレジャー・スポーツの普及過程では，導入期には組
織性，成長期には市場性と露出性，成熟期には製品イ
ノベーションによる市場性と浸透性に関する普及戦略

4）露出性（記事掲載数）
1994年以降，大宅壮一文庫所蔵の雑誌への掲載数は

年間で10件に満たない．一方，新聞への掲載数は1990
年代後半から2000年代前半に増加しており，1996年か
ら2002年は年間160本以上である．新奇性やニュース
性が薄れたことやワールドカップの開催がなくなった
ことによって大衆雑誌が取り上げなくなったのではな
いかと推測される． また新聞記事の内容は国民体育大
会種目への採用，オリンピックや国体，草レースの競
技結果や選手のコメントが主であった．競技団体及び
競技主催者のメディア戦略とも考えられるが，競技的
な活動がメディアへの露出を持続させたと言える．

6．考察
6. 1　普及指標の妥当性

本研究では，市場性，浸透性，組織性に加え，メ
ディアへの露出性を普及指標とした．露出性について
は，ロジャース（2007：pp.24-27）も普及の4要素の1
つにコミュニケーション・チャネルを挙げており，ウ
インドサーフィンの普及過程において，導入期では対
人チャネルが，成長期以後はマスメディア・チャネル
が効果的な普及戦略となっていた．この研究結果は，
サーフィンの普及過程の研究結果（小長谷，2005）を
支持している．ただし，成熟期以降においては，マス
メディアの露出性は小さくなることとマーケットが一
部の愛好者に収斂していく傾向があることから，多様
なメディアを駆使することが求められよう．なおロ
ジャース（2007）は普及過程におけるインターネット
を活用したコミュニケーション・ネットワークの広が
りと可能性について言及しており，愛好者というセグ
メントに対してはマスメディアよりもSNSを用いた
パーソナルメディアによる露出性が普及指標になる可
能性が高いと考えられる．

Gatignon & Robertson（1985：p.858）は「社会シス
テム内の成員の同質性が高いほど，イノベーションが
市場に普及する速度が速く，浸透性が高い」と述べて
おり，組織性が促進されるほど，市場性や浸透性の指
標が高まることを示唆している．ウインドサーフィン
の普及過程では，導入期から成長期において類似した
研究結果が認められたが，飽和期にては市場性が減少
しており，普及過程の時期によって指標の説明力が弱
くなると考えられる．また，飽和期・衰退期において
は，市場性が減少しても浸透性は減少していないこと
から，これら4指標の関係は単純な比例関係ではない
ことが明らかになった．

6. 2　普及過程と普及戦略
普及過程の各区分において普及戦略を整理すると，

導入期には競技者の拡大につながる組織性が普及戦略
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平野貴也（2001）我が国におけるウインドサーフィン
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本スポーツ産業学研究，11（2）: 23-38.

平野貴也（2004）黎明期におけるウインドサーフィン
の普及に関する研究－日本ウインドサーフィン協
会の活動を中心に－.レジャー・レクリエーション
研究，52:11-22.

平野貴也（2007）ウインドサーフィン競技におけ
る GPS を活用した指導法の検討 . 名桜大学紀
要,13:103-110.

Hi-wind1982年12月号（1982）「ハイウインドルポター
ジュ」マリン企画：東京, pp.85-91.

Hi-wind1983年7月号（1983）「島と湖 」マリン企画：
東京，pp.112-119. 

Hi-wind1984年4月号（1984）「日本縦断ポイント膝栗
毛」マリン企画：東京，pp.49-55.

Hi-wind1985年3月号（1985）「THE RACE」マリン企
画：東京，pp.226-240. 

Hi-wind1987 年 4 月 号（1987）「PRODACTION　
BOARD」マリン企画：東京，pp.18-60.

Hi-wind1989年11月号（1989）「ときめきのウインド・

が有効であった．ウインドサーフィンにおける普及過
程の特殊性として成熟期の通年型レジャー・スポーツ
への移行及び飽和期の競技団体登録者数の増加が確認
された．また普及の継続には成熟期以降において多様
なメディアを駆使する必要があることが推察された．

普及過程を5期に分割することで，普及過程と普及
戦略の関係性を検討することが可能となった．さらに
4指標の関係性が単純な比例関係ではないことが明ら
かとなり，レジャー・スポーツの普及過程を分析する
上でこれら4指標は有効と言える．

8．本研究の意義と今後の課題
ウインドサーフィンの普及は，これまで限られた期

間や事象についてのみ論じられてきたが，本研究はウ
インドサーフィンの普及現象を長いタイムスパンで捉
えており，普及過程の全体像を明らかにすることがで
きた．レジャー・スポーツが国内に普及し，ブームを
迎え，定着した一例を把握できたことで，今後我が国
に新しいレジャー・スポーツが導入され，普及を促進
する際の普及過程に応じた普及戦略を検討する材料が
得られたことなどが意義として挙げられる． 

なお，本研究は1つのレジャー・スポーツが普及し
ていく事象を詳しく観察することで新しいレジャー・
スポーツが国内に普及する過程を観察する課題を設定
した．そのため，レジャー・スポーツの事象をウイン
ドサーフィンだけに限定した．また普及過程におい
て，特に活動が拡大した過程が主であり，飽和し，衰
退した原因については詳細に追及できていないとい
う2つの限界を抱えている．今後の課題として他国の
レジャー・スポーツの普及過程を観察し，比較するこ
とで，より我が国における普及過程の固有性が明確に
なる．また普及過程の後半に参加者が減少した要因に
ついても検証することでレジャー・スポーツの普及過
程がより鮮明になる．さらに，本研究では普及過程を
区分する4つの指標にそれぞれ単一のデータを用いた
が，複数のデータを用いることでより正確な普及過程
の観察が可能であると考える．
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